
（生活・行政サービスの向上－１） 

 

見守り・告知ネットワーク「サイボード」 

（青森県佐井村） 

 

〔概 要〕 

「情報格差を克服した安心安全な発展できる村づくりを目指して」をテーマとし、

地域間及び世代間での情報技術スキルと利用環境格差からくる情報享受の不平等状態

をなくし、全村民がＩＣＴ技術の恩恵を受けることができる仕組みづくりと、ＩＣＴ

利活用による安心安全な生活環境を整える仕組みづくりを目的とする取組み。 

〔コラム〕 

簡単な操作で利用できる情報端末を全世帯に配置し、世代間・世帯間格差を補完し

たシステムとネットワークを構築しました。高齢者の安否確認、行政情報の配信のほ

か年金や子育てなどさまざまな分野の相談受付にも活用しています。 

 システムの機能として 

① 告知・情報提供機能 

役場及び公共的団体からのイベントやお知らせの情報が表示される機能。この

機能によりこれまでパソコンや携帯電話を活用できなかった住民に対してもリア

ルタイムな地域の情報を配信することを可能にしました。 

② 安否確認機能 

関連団体から高齢者見守り対象者に安否確認を行う機能。この機能により毎日

呼びかけを行い、見守り対象者に安心感を持たせています。 

③ 相談・問合せ要求通知機能 

役場関係課に相談等がある場合に、メールで相談をする機能。この機能により

役場へ問合せするのが苦手な人などが気楽に相談できるようになりました。 

④ メール受信機能 

役場やあらかじめ認証・登録された第３者からのメールを受信でき、メールに

添付された写真などの画像をアルバム管理できる機能（フォトフレーム機能）。こ

の機能により遠方にいる親せきや子ども、孫などのメールにより送られた写真を

受信し表示できるようになり、電子メール受信及び画像データの簡便な利用手段

を提供しました。 

 今後の展開として 

システム導入により健康診断の一次申し込みや、相談・訪問依頼のような福祉行政に

関する利用や、簡易的なアンケート収集等、即自的且つ低コストの情報収集に利用す

ることを計画しており、その効果が大いに期待されています。 

  また、ICT 利活用の新たな地域コミュニケーションツールとして、本システムの役割

は大きいものがありますが、システムの簡便なコミュニケーションツールと新たな配

信コンテンツの創出は同時に、合理的な利用方法と運用体制の確立が求められていあ

ます。そのため、サービス提供団体の体制維持の継続等の課題が見えてきています。 

  結果的には「人」が動いてサービス提供が行われるため、情報や要望だけが錯綜し、

対応しきれなくなる恐れを考慮する必要があります。システムとして「新たなコンテ



ンツや情報提供」を追加し得ることと、実際に人が動いてサービス提供できることの

バランスを取っていくことが今後の検討課題となっています。 

〔事業費〕 ６７，３３３千円（地域情報通信技術利活用推進交付金事業を活用） 

 

【システム概念図】 

 

【機器名及び機器の概要】 

  製品名：ＳＩＩＴ（シート） 

（Small Image Information Terminal） 

  愛 称：サイボード 

（佐井村の案内板という意味） 

  概 要：簡単な操作で利用できるタッチパネル付 

小型画像情報端末機 

（７インチ型、無線 LAN 機能内蔵） 

 

 

（システムプロデューサー） 

  青森公立大学地域研究センター長 香取 薫 

 

（問い合わせ先） 

 佐井村役場 総務課総務・情報部門 

 TEL   ０１７５－３８－２１１１ 

 E ﾒｰﾙ  si-system@sai.e-shimokita.jp 

 



（生活・行政サービスの向上－２） 

 

巡回移動連絡車による行政サービスの取り組み 

（鹿児島県薩摩川内市） 
 

〔概 要〕 

  薩摩川内市は、全国的にも稀な外海離島（甑島）を含めて誕生した市で、甑島の中

でも、特に下甑地域は、支所までの距離が遠く交通の便が悪い集落が多く過疎と高齢

化が進行している集落が点在している状況にある。 

この点在する地域住民に対する行政サービスの向上は、従前から大きな課題であっ

た。そこで、平成２０年２月にこれらの問題を解決するため、巡回移動連絡車と地区

コミュニティセンター間を専用のネットワークで結び、通常窓口と同様のサービスを

実現できる新たな巡回移動連絡車を運用することとした。 

〔コラム〕 

甑島下甑地域では、市町村合併前から巡回移動連絡車による地域に出向いての証明

交付事務のサービスを行っていた。しかし、その方法はＦＡＸ送信によるデータ転送

のため、証明書の印字が不鮮明で、かつ支所職員の対応も必要であり、誤送信などの

リスクもあった。 

  そこで、平成１７年度に証明書自動交付機を導入したときの住基カードを利用した

システムに変更することで、これらの問題点解決と住民に対するサービスの向上につ

ながるシステムとして考案した。 

これは、巡回移動連絡車と地区コミュニティセンター間を専用のネットワークで結

ぶことにより、車内で通常窓口と同様のサービスを実現するものである。 

具体的には、下甑地域の各地区のコミュニティセンター等５ヶ所に、専用端末とプ

リンタを搭載した車が事前に計画された日程で定期巡回し、住民は、指定の時間帯に

出向くことにより車内で市役所の窓口と同様に端末を使い証明書発行を受けられるサ

ービスである。 

また、巡回移動連絡車からは無線 LAN で各地区のコミュニティセンターネットワー

クとアクセスすることにより、車載バッテリーからのインバータ電源供給と併せ、有

線によるネットワークや電源供給が必要としないシステムで、操作性が高いものとな

っている。 

戸籍謄本等の交付についても平成２２年                   

７月に認容され、現在、住民票の写し、印鑑 

証明書、所得課税証明などとともに交付を行 

っている。 

なお、このサービスは対象地区の高齢者を 

中心に大変好評であり、本市の高齢化や交通 

アクセス等の現状を鑑みると、今後は、本年 

３月から開始予定であるコンビニ交付サー 

ビスと併せて、全市域の同様の地区コミュニ 

ティセンター等にも導入できないか検討し 

ていく必要がある。 

〔事業費（うち、公的な補助額）〕 
自然豊かな甑島のナポレオン岩 



【導入経費】 

○車両、備品一式・・・・・・・・・・・・・３，２４５，０００円 

○ネットワーク、端末構築経費 一式・・・・２，０４５，４００円 

       合 計 ５，２９０，４００円 

（うち、（財）地方自治情報センター（LASDEC）半額助成） 

【維持経費】 

○燃料代、整備費  (年間)・・・・・・・・・・・３００，０００円程度 

○ネットワーク等保守経費（自動交付システムと共用のため費用の発生はない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

薩摩川内市役所 市民課 住民グループ 

TEL  代表 0996(23)5111 

E ﾒｰﾙ jumin@city.satsumasendai.lg.jp 

■下甑地域で導入した巡回移動

連絡車の外観 

■車内では、職員が専用端末と

プリンタを使って証明書を発行

巡回移動連絡車機器構成図



（生活・行政サービスの向上－３） 

 
ＴＶ会議を活用した「新しいコミュニケーション」によるまちづくり 

（富山県南砺市） 
 

〔概 要〕 

ＩＣＴの進化に伴い、身近なものになってきたＴＶ会議システムについて、産業、

医療、福祉の各分野に適した、使い易くて安価で安心・安全な３つのＴＶ会議システ

ムを整備・活用し、円滑で効率的なビジネス会議をはじめ、遠隔医療、遠隔デイケア、

地域や遠方親族による見守り、防災情報の共有などを促進し、企業と企業、企業と人、

人と医療、人と安全を繋ぎ、人が集い、支え合う「新しいコミュニケーション」を形

成する「まちづくり」に取り組んでいます。 

 

〔コラム〕 

南砺市は、人口の減少・少子高齢化が進展する中、面積の約８割を山林が占め居

住地域が分散しているほか、豪雪地域も多いことから、市民の移動や交流、生活、

経済等の様々な活動に課題を抱えています。 

一方、市内全域に、ＣＡＴＶのブロードバンドネットワーク網が整備されている

ことから、近年、急速に普及が進む「ＴＶ会議システム」を活用し、人・モノ・情報

の発信・交流を促進することで、産業の振興や住民サービス・福祉の向上、地域コ

ミュニティの形成を図るなど、自然・文化・交流が織りなす「住み良い元気なふれあ

いのまちづくり」を推進するため、次の３つの施策に取り組んでいます。 
 
（１）ＴＶ会議を活用した産業の振興 

  既存のパソコンとインターネット環境があれば、直接対面と同様の打合せや情

報 

の共有など、企業活動等に必要な業務環境を安価に提供できる「対面型オフィス間 

連携システム『ＴＡＩＭＥＮ』」を整備し、市内企業等と海外・大都市圏の企業等

を結び、基盤の強化や生産効率の向上など地域産業の振興と若者等の定住の促進

を図っています。 
 
（２）ＴＶ会議を活用した遠隔コンサルテーションによる医療サービスの充実 

南砺市医療情報ネットワークと電子カルテシステムを基盤に、ＴＶ会議を組合

わ 

せた「遠隔医療コンサルテーションシステム」を整備し、南砺市民病院の小児科・

産婦人科等の専門医が、山間へき地にある診療所の総合診療医による診察をサポ

ートするなど、専門医不足の解消と住民への医療サービス等の向上を図っていま

す。 
 
（３）ＴＶ会議を活用した地域ぐるみの高齢者の生活支援体制づくり 

  少子高齢化の著しい集落の高齢者独居世帯を中心に、地域住民のコミュニケー

シ 

ョン不足や生活不安を解消するため、高齢者にも使い易い「そくさいネット『ふれ

 



ｉＴＶ』システム」を整備するとともに、サポートセンターや介護施設、地域民間

企業等を結び、いつでも・簡単に・すぐ隣にいるかのような地域ぐるみの高齢者

の生活支援環境をつくるなど、高齢者の福祉サービスの向上と限界集落の地域コ

ミュニティ再生、地域の活性化を図っています。 
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〔問合せ先〕 

 南砺市 市長政策室 企画情報課 

  TEL：0763-23-2032  e-mail：info@city.nanto.lg.jp 



（生活・行政サービスの向上－４） 

安否確認・緊急通報サービスの提供について 

（大分県 豊後高田市） 
大分県豊後高田市では、平成１７年３月の市町村合併に伴い策定した新市建設計画及

び総合計画において、ケーブルネットワーク施設整備を最重点プロジェクトとして位置

づけ、市内全世帯を対象とした光ファイバ（FTTH 方式）によるケーブルネットワーク

網を構築し、市内全域で高速情報通信網を活用した様々なサービス（各種行政情報の提

供、高速インターネット、多チャンネル放送、各種在宅サービス）の提供を行うことで、

都市との情報格差、市内中心部と周辺部との情報格差の是正、地上デジタル放送への対

応及びテレビ難視聴地域の解消を目的として、平成１８年度から２０年度にかけ、国の

支援をいただき、市内全域に施設整備を行いました。 

特に一人暮らしの高齢者の緊急時（災害、病気等）における早急かつ迅速な支援体制

の整備を図り、高齢者福祉の充実を図ることを目的とし、このケーブルネットワーク施

設の通信における双方向性技術を活用した緊急通報や安否確認サービスの提供を行っ

ています。 

このサービスは、これまで提供していた緊急通報や安否確認システムでは、連絡体制

や迅速な対応に限界があり、従来型システムの課題を解決し、スピーディな見守り体制

が可能となりました。 

具体的には、緊急通報サービスの場合、８０歳以上の方、６５歳以上で虚弱な方、重

度の身体障がいのある方等で、各家庭に設置した IP 告知端末の緊急ボタンを押すこと

で、通報先連絡員２名へ通報が行き、連絡が取れない場合は、消防署救急隊へと順番に

通報が行き、緊急時の初期対応として、いち早く利用者宅へ駆けつけ、状況把握や救援、

援助等の対応をして頂くことを目的としています。 

また、安否確認サービスについては、８０歳以上の方、重度の心身障がいのある方、

７０歳以上で心身に不安を抱える方の利用者宅に設置した「人感センサー」の情報を告

知端末機器から安否確認サーバを通じて、社会福祉協議会のパソコンに表示させ、午前

４時から午前９時までの間に「人感センサー」に反応がない場合、あらかじめ指定した

近隣の協力者に社会福祉協議会から安否確認の依頼を行い、協力者に連絡が取れない場

合は、社会福祉協議会の職員が直接訪問し、安否を確認するものです。 

なお、８０歳以上の方へは、 

これらのサービスは無料で受け 

られ、そのほかの方へは人感 

センサーの助成を行うなど、 

負担軽減を行っております。 

また、８０歳以上で構成する 

世帯の方に対しては、ケーブル 

テレビ利用料の免除を行うなど、 

この緊急通報・安否確認サービスの福祉の充実を図ることを目的として、免除の制度を

設けております。 

このように、「緊急通報システム」「安否確認システム」をセットにすることで、緊急

時には自分で２４時間いつでも外部に連絡することが出来るとともに、自らが通報しな

いときでも定期的に外部からの安否の確認が受けられ、一人暮らしの高齢者の方でも安
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心して生活していただける情報通信基盤を活用した環境整備を行いました。 

 

〔豊後高田市〕 

■市の概要 

豊後高田市は、大分県の北東部、国東半島の西側に位置し、平成１７年３月３１日に

豊後高田市、真玉町、香々地町の３市町が合併して、面積２０６．６平方キロメートル、

人口約２６，０００人の新豊後高田市が発足しました。 

瀬戸内海に面し一年を通じ温暖な気候に恵まれ、海岸部は「長崎鼻」に代表されるリ

アス式海岸や「日本の夕陽百選」に選ばれた真玉海岸、山間部の夷耶馬等、自然豊かな

景色に恵まれ、６箇所の温泉もございます。また、国宝富貴寺をはじめとする「六郷満

山文化」の仏教遺跡、宇佐八幡の荘園として中性の荘園村落風景を色濃く残し、平成２

２年８月５日に国の重要文化的景観にも選定された「田染荘小崎の農村景観」など多く

の歴史的文化の豊かなまちです。 

近年では、商店街が最もにぎやかで元気であった昭和３０年代のにぎわいを取り戻そ

うと「商業と観光の一体的振興策」として、平成１３年からスタートした「昭和の町」

は年間４０万人の観光客にお越しいただき、昔懐かしいボンネットバスの復活により、

訪れる方々に大変好評をいただいております。 

また、「１０年後に市人口３万人」の目標を掲げ、独身男女の「婚活」を地域ぐるみ

で支援することや、学びの21世紀塾やCATVを活用したテレビ寺子屋といった学校と家庭、

地域が一体となった「教育のまち」を推進し、ご紹介した高齢者の安心・安全対策の他、

健康なまちづくりで地域の元気力を向上させることや、安価な宅地を大規模に造成する

計画など様々な定住対策と観光面に力をいれております。是非、豊後高田市へお住みく

ださい。   

   
 

 

（問い合わせ先） 

■大分県豊後高田市 企画情報課  

大分県豊後高田市御玉 114 番地 

TEL0978-22-3100 FAX0978-22-2725 

e-maill：project@city.bungotakada.oita.jp 

■ケーブルネットワークセンター 

大分県豊後高田市中真玉 2144 番地 12   

TEL0978-53-5114 FAX0978-25-4363  

豊後高田市 URL  http://www.city.bungotakada.oita.jp 

ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ URL http://www2.city.bungotakada.oita.jp/catv/index.html 

昭和のまち 田染荘 真玉海岸の夕陽 



（生活・行政サービスの向上－５） 

 

地区長の顔が見えるお知らせの配信 

～双方向告知通信システムを活用した動画での地区放送～ 

（新潟県村上市山北地区） 

 

〔概要〕 

 山北地区では、双方向告知通信システム「知らせますケン」を導入し、光ブ

ロードバンドネットワークを通じて、顔の見える告知放送を行っています。行

政（山北支所）からの情報だけでなく、各地区長が自主的に簡易放送機能を利

用し、地区内に集会の案内や連絡事項の伝達を行えます。簡易放送は告知端末

からテレビ電話機能を利用し、動画で情報配信するため、文字を打つ手間はな

く、視覚的に案内ができます。  

 

〔コラム〕 

 山北地区には４８の集落（地区）があります。その各々に区長がおり、通常、

行政のお知らせの伝達や広報誌の配布など、地域に必要な情報を届ける重要な

活動をされています。そのため、今回はより情報を早く簡単に伝達できるよう

に各戸に設置した告知端末を利用し、区長から各区内にテレビ電話を利用した

簡単なグループ放送を実現させました。端末は各戸に設置した通常の告知端末

をそのまま利用します。ただし区長の端末だけセンターで簡易放送機能を追加

するよう設定します。設定すると、トップ画面にマイクのボタンが現れ、ボタ

ンを押すとカメラに映った映像を録画し、グループ放送として地区内に一斉送

信出来ます。お知らせを配信する際は、配信ボタンをタッチするだけで、簡単

に操作できます。また、動画でお知らせするので、わかりやすくより正確に情

報が伝えられます。聞き逃しても再生は何度でもできて、便利です。通常のシ

ステムは放送装置が別に必要になりますが、このシステムは１台で可能なため、

場所もとりません。 

 また、区長が変わった場合でも、センターで簡易放送が出来る端末の権限を

変更するだけなので、端末を移動させたり、それに伴う工事等が必要が無く、

運用面でも負担を減らすことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（問い合わせ先） 

東日本電信電話株式会社 B&O 事業推進本部 公共営業部 TEL：03-6803-9055 

株式会社アイ・コミュニケーショ 

e-mail shinchi@i-communication.co.jp  

 



（生活・行政サービスの向上－６） 

 

地域ポータルサイト「マイタウンクラブ」 

（神奈川県厚木市） 

http://www.mytownclub.com/ 

 

〔概要〕 

 厚木市が2004年から市のホームページとは別に運営を始めたネットサービス。

図書館の蔵書検索・予約、公共施設予約、各種講座・イベントの申し込みなど

のサービスが利用できます。また 08 年 3 月からは、「あつぎ地域ＳＮＳ」を開

始し、会員を中心に、地域の人々の交流を深める取り組みを進めています。 

【日経地域情報化大賞 2008 地域活性化センター賞受賞】 

 

〔コラム〕 

本サイトは、これまで行政情報だけを提供してきた「マイタウンクラブ」に

対し、平成 19 年度「地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業」に採択されたことをき

っかけとして、「地域経済の活性化」「生涯学習の充実」「地域コミュニティの再

生」を目指し、「官民が連携した地域連携ポータルサイト」として大幅に機能を

拡張したものです。リニューアル後の新たなサービスは、地域の店舗・サービ

ス情報、自治体と民間事業者の講座情報の一括提供、マイタウンクラブ 10 万件

（当時）の登録者を対象とした地域ＳＮＳの 3種類です。民間事業者の情報は、

バナー広告などと同様の広告掲載事業として位置づけ、月 500 円の掲載料を徴

収し、事業全体の運営費に充てています。従来、広告費の予算が少なかったり、

自社のホームページを持つことができなかったりした小規模な店舗をターゲッ

トとすることで、地域に埋もれている有益な情報を顕在化することが可能とな

ります。さらに民間事業者（有料登録者）は、あつぎ地域ＳＮＳ内のブログや

コミュニティを利活用し、店舗のＰＲや地域住民とのコミュニケーションを図

ることができます。また、地域ＳＮＳについても、これまで民間のＳＮＳやブ

ログなどを利用したことがない方をターゲット（会員の約半数は、40～60 歳代）

とし、シンプルで利用しやすいサービスを提供することで、地域住民のつなが

りやコミュニティの活性化を図っています。2011 年 11 月現在のデータでは、地

域ＳＮＳの会員数：3906 件、コミュニティ数：289 件、ブログ・トピック数：

約 1,700 件／月、コメント数：約 5,200 件／月という状況です。 

また、本サイトの運営をサポートするボランティア団体「マイタウンサポー

ターズクラブ」（会員 43 人）がサイト内のパトロールやまちかどレポートを実

施するなど、地域の人づくり、まちづくり事業としても効果を上げています。 

 



 〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  74 百万円（64 百万円：国庫委託金）※2007 年度構築分 

 

（マイタウンクラブのホームページより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

厚木市 情報政策課 

 ℡：046-225-2459 e-mail：1300@city.atsugi.kanagawa.jp 



（生活・行政サービスの向上－７） 

 

気象情報・除雪情報の Web 提供 

（青森県弘前市） 

http://www.ring-o.jp/ 

 

〔概要〕 

 平成 19 年度、市内 15 箇所にカメラ・気象センサー（積雪・気温・雨量）を

設置し、その地点の現在の道路状況、交通量、積雪量、気温等の情報を効率的

に収集し、その情報を市のポータルサイト Ring-O(リンゴ）の Web 版、携帯版、

専用ディスプレイへ配信しました。また、除雪状況をパソコンや携帯電話へお

知らせする仕組みや市民が携帯電話を利用して除排雪要望できる仕組みを構築

しました。 

  【平成 19 年度 地域 ICT 利活用モデル構築事業】 

 

〔コラム〕 

 平成 18 年度の世論調査において、雪対策に不満を持つ市民が 7割を超えてお

り、この不満解消が市の喫緊の課題であることが判明しました。そこで、ＩＣ

Ｔを利活用して、地域課題である雪対策に取り組み、その不満度を下げ、「快適

でふれあいのある雪国生活の実現」を目指すこととしました。平成 19 年度は、

主に 3 点の取り組みを行いました。1 つめは、市内 15 箇所にカメラ及び気象セ

ンサーを取り付け、道路状況や気象情報を既存の市ポータルサイト Ring-O（リ

ンゴ）の Web 版、携帯電話版、専用ディスプレイから見られるようにしました。

2つめは、除雪車の運行状況をパソコン及び携帯電話で見られるようにしました。

これまでは、除雪業者と事務担当だけで情報交換をしていましたが、その情報

を市民にもお知らせするようにしました。3つめは、市民が携帯電話を利用して

除排雪の要望を行える仕組みにしました。積雪時になると、市民からかかって

くる除排雪要望の電話が混み合って繋がらないため、その代替ツールとして携

帯電話を利用した要望システムを構築しました。要望の際には、現場の写真を

添付することも可能で、電話で聞くよりも状況がより明確に把握できるように

なりました。成果と課題について分析すると、成果については、利用者にアン

ケートを行った結果、半数以上の方から満足だったとの回答を得ており、市民

ニーズに応えるシステム構築であったと考えております。しかしながら、まだ

まだ周知されていないことが大きな課題と考えており、今後はシステムの改良

を行いつつ、市民への周知活動を積極的に行っていく予定です。 

 

 〔事業費（うち公的な補助額）〕 

  62 百万円（62 百万円：総務省、地域 ICT 利活用モデル構築事業） 

 



（弘前総合情報サイト Ring-O Web のホームページより） 

 

 

（問い合わせ先） 

 弘前市 情報政策課 情報化推進係 

 ℡：0172-35-1133 e-mail：jouhou@city.hirosaki.lg.jp 



（生活・行政サービスの向上－８） 

 

子育て支援ポータルサイト 

（ＮＰＯ法人はままつ子育てネットワークぴっぴ） 

http://www.hamamatsu-pippi.net/ 

 

〔概要〕 

 浜松市と協働で制作・運営している子育て支援サイト。行政情報と民間情報

を一度に見ることができ、子育て中の親の視点で情報発信している。子育て中

の親の「知りたい」「相談したい」「つながりたい」に応える内容を目指してい

る。【日経地域情報化大賞 2006 日本経済新聞社賞受賞】 

 

〔コラム〕 

浜松市及び周辺地域の人々に対する子育て支援を目的に、子育てに関する団

体及び個人の相互の情報交流を支援し、地域社会における市民活動団体・行政・

企業・学校等が連携するための環境を作り、豊かな地域社会の形成に寄与する

ために活動しています。ホームページ及び携帯サイトでは、子育てに役立つ行

政情報と民間情報を合わせて発信しており月に 7 万件以上のアクセスがありま

す。このホームページは、主に 5つの情報カテゴリーに分れています。 必要と

する情報に応じてご覧いただくことが可能です。（１）知りたい：子育てに関す

るいろいろな情報を知りたいとき。（２）相談したい：子育ての悩みや困りごと

など、どこに相談できるか知りたいとき。（３）つながりたい：子育ての仲間が

ほしいとき、育児サークルやイベントなどに参加したいとき。（４）年齢別情報：

妊娠から小学校低学年まで、それぞれの年齢で必要なこと。（５）口コミ情報：

ユーザー参加型のブログ、twitter、facebook 等ソーシャルメディア。 

ぴっぴにはどなたでも参加することができます（正会員、賛助会員は年会費

制、ぴっぴサポーターは無料）。また、ぴっぴを応援する企業や専門家の皆様の

運営支援お待ちしております。孤独な子育てをしている現代の親たちに元気の

素を提供できるのは、企業、大学、行政、団体、そして地域の人々に他なりま

せん。それぞれがつながることにより情報が行き渡り、地域の子育て環境が良

くなれば、それがそれぞれの場の働き手に対する支援にもなります。そして親

たちが、私たちの住む街が元気になっていくのではないでしょうか。 ぴっぴ

のホームページはこうした情報提供の場、きっかけづくり、連携の場として役

立つことを目指していますが、運営していくにはたくさんの人々の活動が必要

で、ボランティアの領域だけではとても活動を継続することはできません。ぜ

ひみなさまの応援をよろしくお願いいたします。 

 

 〔制作費（うち公的な補助額）〕 

  ４．５百万円（浜松市） 



 

（ＮＰＯ法人はままつ子育てネットワークぴっぴのホームページより） 

 

 

 

（問い合わせ先） 

 ＮＰＯ法人はままつ子育てネットワークぴっぴ 

 ℡：053-457-3418 e-mail：pippi@hamamatsu-pippi.net 



（生活・行政サービスの向上－９） 

 

ごみの便利帳 家庭用ごみの分別データベース 

（愛媛県松山市） 

http://www.city.matsuyama.ehime.jp/ 

 

〔概要〕 

「まぜればただのごみ、分ければ大切な資源」の考えの下、市民の家庭用ご

み分別の手助けとして、市ホームページに家庭のごみ分別検索を可能とするご

みの便利帳を用意している。 

 

〔コラム〕   

松山市においては、平成１８年４月から、ごみの分別を見直し、新たな分別

方法での排出を実施することとなりました。変更開始後の混乱を軽減するため、

事前の周知広報に力を入れることとし、８００箇所を越える町内会でそれぞれ

説明会を開催するとともに、新分別に応じた「ごみ分別はやわかり帳」の作成

等を行いました。特に「ごみ分別はやわかり帳｣については、キャラクターを起

用し、基本的な分別を分かりやすく表現した活用性の高いレイアウト・デザイ

ンに留意しました。また、約 1,600 品目を 50 音順に掲載し、「辞典」代わりに

利用できるものとし、全世帯に配布しました。当時、携帯コンテンツを含むイ

ンターネット環境が爆発的に普及した時勢でもありましたので、旧来の「冊子」

による啓発のみではなく、web 上でも周知を啓発できないか手法を検討し、分別

辞典を検索できる検索サイトを用意することとしました。１ヶ月に平均２，７

００件のアクセスがあり（内携帯からは約８００件程度）概ね好評をいただい

ております。冊子による広報媒体でないことによる利点は「随時更新が可能な

こと」です。市民からの問い合わせが多い品物については、「はやわかり帳」を

フォローする形で、情報を追加し、また、冊子増版の際にも、データベースか

ら反映することとしております。 

   

 〔 制作費 ： ５００千円 〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（松山市のホームページより） 

 

 
 

（問い合わせ先） 

 松山市役所 清掃課 

 ℡：089-921-5516 e-mail：seisou@city.matsuyama.ehime.jp  



 

（生活・行政サービスの向上－１０） 

 

地域コミュニティー活性化のための地域情報基盤 

（京都府南山城村） 
 

村が整備した光ブロードバンド環境を利用し、村からのお知らせや緊急告知

等を音声や画像・文字等で配信可能な IP 告知システムを全世帯に導入。ディス

プレイ付告知端末や双方向ブロードバンド環境を活用し、行政情報配信（ごみ

収集・イベント・選挙公報等）の他、町内テレビ電話の提供等、村と住民・住

民同士の地域コミュニティー活性化を目指した行政サービスを提供しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

双方向機能を活用したイベント告知 

◆導入端末：フレッツフォン VP1000  

◆導入台数：合計約 1,190 台 

     （行政・公共施設 約 40 台／拠点 

       住民宅 約 1,150 台／世帯) 

◆アプリケーション：双方向 IP 告知システム 

ネットワーク概念図 



 

 

 

住民は配信情報に対して返答することができ、例えば村主催のイベントに対

して参加希望の回答を返すことが可能です。情報配信側も受信状況・回答結果

を集約して確認できるため、安否確認や住民アンケート等、多様な行政サービ

スを提供可能です。 

また、光ブロードバンド環境とディスプレイ付告知端末を活用したコンテン

ツ配信が可能であり、村では料理レシピをほぼ毎日配信。さらに町内テレビ電

話も提供する等、様々な方法で地域交流の活性化を目指しています。 

 

（問い合わせ先） 

西日本電信電話株式会社 法人営業本部 ソリューションビジネス部 

地域 ICT 推進グループ 地域情報化チーム 

  e-mail: taka-t@bch.west.ntt.co.jp  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報端末を活用した住民間コミュニケーション 



 

（生活・行政サービスの向上－１１） 

 

まつやまバリアフリーマップ情報サイト、おでかけらくらくまっぷ 

（社会福祉法人 松山市社会福祉協議会） 

http://www.hecoman.com/index_fl.html 

 

〔概要〕 

愛媛県松山市内の公共、民間施設のバリアフリー整備状況を、地図といっし

ょに調べることができる。 

 

〔コラム〕 

 この「おでかけらくらくマップ」は学生による政策論文がきっかけとなり、

松山市が進める「お年寄りや障害者にやさしい日本一のまちづくり」の実現に

向けた「バリアフリーマップ作成事業」の一環として作成されました。この取

り組みは、市内各施設等におけるバリアフリー情報を調査し、高齢者や障がい

のある方々・観光客の方々に安心して外出いただくことを目的としており、あ

らかじめ施設の状況（公共施設等のバリアフリー整備状況や割引情報・乗り物

情報）を知っていただくために、バリアフリー情報をお届けするものです。各

施設（店舗等）の情報は、名称、カテゴリー、観光地から検索でき、その検索

情報の中に、バリアフリー情報（ピクトグラム）、地図、連絡先等を見ることが

できます。さらに、平成２２年度には新たにバリアフリー情報の項目を二つ増

やし、紙媒体とともに情報サイトの全面改訂を行い、随時情報の更新に努めて

おります。また、紙媒体に視覚障がいのある方々や高齢者にも利用していただ

けるようにＳＰ（音声読み上げ）コードを加えたほか、紙媒体をＰＤＦ版とし

てパソコンから印刷可能にしました。 

この情報サイトは、市内だけでなく県外の旅行者や旅行代理店などからもお

問合せをいただくなど好評です。また利用者は、パソコンからの事前の情報収

集の他に、持ち運びの出来る紙媒体や携帯電話により、外出先でも確認ができ

るようになっています。バリアフリーの整備については、建物の構造や立地条

件等により、整備することが困難な施設もたくさんあります。しかし、ハード

面での整備は困難でも、ソフト面、情報面等でのバリアフリー化を行うことで、

段差はあっても職員（スタッフ）の方による介助があれば利用することが可能

な施設もあります。そういった「心のバリアフリー」について啓発し、「一人で

も多くの人を笑顔に 全国に誇れる、わがまち松山」というキャッチフレーズ

を掲げ、“誇れる”福祉・医療で笑顔に の実現に向けて取り組んでいます。 

 

 



 

 

（問い合わせ先）社会福祉法人 松山市社会福祉協議会 

http://www.hecoman.com/form/index.html 
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